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再生可能エネルギーの現状と展望
――オプション価値の意義――
松 尾 容 孝＊
１．はじめに
 問題の所在
本稿の目的は，海外及び日本における再生可能エネルギー開発の取り組
みを提示して，今日のエネルギー問題に占める再生可能エネルギーの重要
性と可能性，および日本が抱える制約条件を明らかにすることである１）。
 緊急の課題と未来に対する展望
今日再生可能エネルギーへの依存を高めるべき理由として，少なくとも
次の３点が挙げられる。第一は，温暖化を食い止めるためである。気温上
昇やそれに伴う海面上昇の原因をなす CO２放出をこれ以上増やさないに
は，化石燃料消費を減らす必要がある。その対策として実際に各国が採っ
た選択には，フランスを除くドイツや EU諸国・北欧にみられる再生可能
エネルギーの比重を高める方法と，フランスや日本にみられる原子力の比
重を高める方法がある。
第二は，枯渇性エネルギー資源から非枯渇性エネルギー資源への転換の
必要のためである。石油の枯渇が現実味を帯びてきた中で，再生可能エネ
ルギーを国の中心的なエネルギー源にするよう方針を転換した国が増えて
＊専修大学文学部環境地理学科教授
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いる。イギリスはその代表的な国といえる。アメリカ合州国２）は，オイル
シェール開発と並行して再生可能エネルギーの拡大を進めている。
第三は，原子力が内在的に抱える解決策のない放射性廃棄物問題のため
である。スリーマイル島，チェルノブイリ，福島が示すように原発事故は
その後の地域の再生をきわめて困難にする。さらに，いわゆるトイレなき
マンションとよばれる放射性廃棄物（使用済燃料，放射線防護服，除染水）
の処理問題がある。ウラン（イエローケーキ）から製造した３％濃縮ウラ
ン燃料１tは，９７０kgの２３８Uと３０kgの２３５Uの組成が，燃焼によって９５０kg
の２３８Uと１０kgの２３５Uとプルトニウム１０kgと生成物３０kgの組成に変化す
る。生成物３０kgの内訳は，白金族２kg，短半減期核分裂生成物２６kg，
長半減期核分裂生成物（半減期７０００年）１．２kg，マイナーアクチノイド０．６
kgである。これらの放射性廃棄物の処理方法が未確立である。海洋投棄
と国外移出がそれぞれ１９７５年の改定ロンドン条約，１９９２年バーゼル条約で
禁止されたため３），国内の地下の岩塩層や廃鉱跡地等地層中に埋設処理す
るしか選択肢はない４）。
以上の理由により，再生可能エネルギーの比重を高めることが不可避に
必要になっている。
２．地球環境と海外における再生可能エネルギーの取り組み
 地球環境と再生可能エネルギー
再生可能エネルギーには，水力，風力，太陽熱，バイオマス，波力，地
熱等があり，前４者が世界的な再生可能エネルギー資源になっている。再
生可能エネルギーはおもに地球上で得られる自然エネルギーをベースとす
るため，地球上の位置によって適する種類は異なる。
地形・地質条件と気候環境は，地球環境の２大要素群をなす。環境資源
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の活用は，災害発生の危険と表裏一体の場合も多い。たとえば，火山は災
害をもたらすが，同時に恩恵をもたらすことも多い。シチリア島のエトナ
山一帯は温暖で水が得やすく，岩屑化により肥沃な土壌地帯になっている。
それゆえ，農業生産が盛んで，イタリアの平均的反収の数倍の生産性をほ
こる。また，火山地帯は，間欠泉見学，泥・砂風呂体験など，観光地とな
っていることが多い。
アイスランドでは地熱エネルギーを活用して，発電のほか，７０％の世帯
に温泉と家庭暖房を供給している。広がる境界のプレートは一般に大洋の
中央に分布するが，大西洋中央海嶺はアイスランドの上を走り，ギャオと
呼ばれる陸の裂け目を形成しているので，地表部で容易に地熱を得ること
ができるからである。
地球上の水循環を構成する河川・氷河の位置エネルギーが運動エネルギ
ーに移り変わるのが水力である。水力は発電効率に優れ，再生可能エネル
ギーの中で最も利用されてきた。これまではダムを用いた大規模な出力規
模での利用が多く，それだけに環境への負荷も大きかった。現在，これま
では未利用のまま放置されていた，中小規模の水力利用がコミュニティな
どの取り組みによって広がっている。
風力と太陽の光熱は，１９７０年代以降，再生可能エネルギーとして利用が
拡大している。風力発電は，緯度３０°～６０°の一帯を恒常的に吹く偏西風を
安定的に確保できる地域での取り組みが進み，ヨーロッパにおいて積極的
に活用されてきた。風力発電比率トップテンがすべて EU加盟国で占めら
れるのは，偏西風帯に位置する好条件が備わっているためである。世界で
最も風力発電の実用化を進めているのはデンマークである。太陽の光熱の
利用はアメリカ合州国が早くから取り組んできた。風力と太陽の光熱は世
界的に広い地域で潜在的可能性が高い。
このほか，植物，作物・家畜，人間等の廃棄物を原料とするバイオマス
エネルギーも，熱エネルギーとして優れた再生可能エネルギーであり，地
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域暖房や燃料としての活用が拡大している。
 ヨーロッパにおける再生可能エネルギー基盤社会にむけた取り組み
ヨーロッパ諸国における２００９年当時のエネルギー消費に占める再生可能
エネルギーの比率は図１のとおりである５）。北欧が最も高い比率を占め，
オーストリアやポルトガルがそれに次ぐ。ベネルクス三国，イギリス，ア
イルランドは再生可能エネルギー比率が低い。EUは全エネルギーに占め
る再生可能エネルギーの比率を２０２０年までに２０％に高め，エネルギー効率
を２０％上げ，二酸化炭素の排出を２０％下げる目標を定めている。
デンマークは１９９０年代後半から風力発電の比率を高めてきた。９５年に比
べて２０１０年当時の風力発電量は５～６倍に拡大している。風力発電がもた
らす環境負荷についても長期にわたる詳細な実地データを蓄積している。
具体的には，２０００～２００６年に，北海沖上の８０基１６０MWからなる Horns Rev
図１ ヨーロッパ諸国において再生可能エネルギーが全エネルギーに占める比率
出典 Danish Energy Agency, 2011, Energy in Denmark 2010 所収の図を一部改変
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風力発電所とバルト海ローラン島南部沖の７２基１６５．５MWからなる Nys-
ted風力発電所の２箇所で，底生生物，魚類，海洋ほ乳類，鳥類の生態系
に対する影響評価，地域社会への社会経済的影響についての長期的なモニ
タリング調査を実施した６）。調査の結果，個々の生物群の生態系への影響
は，生物自身の適応性や回避能力の獲得と発電所地点の工夫によって緩和
でき，深刻な影響を回避できる見通しが得られた。これに先立って，国内
全域で適した風力を安定的に得られる地点の調査は終了している。現在，
生態系への影響評価結果を勘案して今後の風力発電所の立地を決定し，さ
らに風力発電の比重を高める計画が実施されている。
ところで，エネルギー資源の開発技術は，資源ごとに近年著しい向上が
実現されている。再生可能エネルギーのなかで，バイオマスは，熱エネル
ギーとして高い効率性を有し，地域暖房のあり方と密接なかかわりをもつ。
デンマークをはじめとする北欧では最も重要な熱エネルギー源になってい
る（表１）。バイオマスにはいくつかのタイプがあるが，人間の経済活動
・消費生活による生産物をエネルギー資源として組み込んでおり，循環型
社会を考える上で特別の意味がある。スウェーデンのエステルスンド市に
おける木質バイオマスエネルギーの取り組み７），スコットランドのシェト
ランド諸島におけるごみ焼却によるバイオマスエネルギーの取り組み８）を
紹介しよう。
スウェーデンのエステルスンド市には，Jämtlandの３市町村エステル
スンド，クロコム，オーレと電力会社 Vattenfall ABがそれぞれ７７．８％，
０．８％，０．８％，２０．６％出資して１９８０年代初頭に設立した第三セクター
Jämtkraft社がある。化石燃料消費を水力と木質バイオマス燃料に切り替
えて二酸化炭素排出を削減するために設立され，現在，電力の製造・供給，
地域暖房，IT・電信電話事業を営む。Indalsälven川をはじめとする河川
に所在する１７の水力発電所を稼働して発電するとともに，暖房と電力の一
体型プラントを建設・稼働し，図２のように石油・石炭の消費を木質バイ
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オマスに転換し，２００３年度に石油・石炭を全く消費しない運営を実現した。
上記の市町村６２０００人の世帯とオフィス・工場に地域暖房と電力を供給し，
あわせてスウェーデンの他の地区１５０００世帯にも電力を供給している。
２００３年当時，EUは泥炭を非化石燃料に分類していたが２００４年に石油・石
炭と同様化石燃料に分類を変更したので，その後泥炭の使用を削減し木質
バイオマスに切り替えている。バイオマスによる地域暖房の場合，８５０℃
以上の燃焼温度に達するとダイオキシンは発生しない。８０℃以上に沸かし
た湯を上水道等と同じ様に地域をめぐる配管網によって配送し，発電所に
ほぼ４０度に下がって戻る湯を再び８０℃以上に熱して循環配送することによ
燃料別の電力生産 PJ
１９９４ ２０００ ２００９ ２０１０
粗電力生産 １４５ １３０ １３１ １４０
石油 １０ １６ ４ ３
天然ガス ８ ３２ ２４ ２９
石炭 １２０ ６０ ６４ ６１
風力発電 ４ １５ ２４ ２８
その他 ３ ７ １５ １９
電力容量 MW
１９９４ ２０００ ２００９ ２０１０
１０７７４１２６００１３３９２１３７２８
大規模施設 ９１２６ ８１６０ ７４４６ ７４４６
小規模施設 ７７３ １４６２ １７７４ １７８４
自家発電 ３３９ ５７４ ６７７ ６８０
風力タービン ５２７ ２３９０ ３４８２ ３８０２
その他 ９ １２ １４ １６
燃料による地域暖房 PJ
１９９４ ２０００ ２００９ ２０１０
粗生産 １１３ １２０ １３１ １５０
石油 ６ ４ ６ ４
天然ガス ２５ ４２ ３６ ４５
石炭 ５６ ３９ ３４ ３６
余剰熱 ３ ４ ３ ２
ごみ，非再生 ５ ８ １０ １０
再生可能エネルギー １８ ２３ ４２ ５３
再生可能エネルギーの内訳
わら ４ ６ ８ １２
木質 ４ ５ １７ ２４
バイオ燃料 ０ ０ １ ２
ごみ，再生 ９ １１ １５ １４
バイオガス ０ １ １ １
表１ デンマークにおける電力と熱暖房
出典）Danish Energy Agency, 2011, Energy in Denmark 2010 .
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り地域暖房を行っている。
スコットランドのシェトランド諸島では，ゴミ焼却によるリサイクル型
の地域暖房を実施している。離島では戸別に石油を焚くボイラー暖房が一
般的で世帯当たりの石油消費が世界でも最も高い一帯になってきた。他方，
生活の近代化によりゴミの大量発生の処理も問題になっていた。これらの
問題を解決するために，スコットランド環境庁は，１９９０年代後半，デンマ
ーク Bornholm島からゴミ焼却によるバイオマスプラント施設の技術を購
入して稼働を始めた。その結果，重金属や焼却灰中の再利用困難な有害物
がわずかに生じるものの，大半は自然界に戻してリサイクル利用するバイ
オマス地域暖房を実現し，大幅に石油・重油利用を削減することに成功し
図２ スウェーデンエステルスンド市の地域暖房における脱化石燃料の取り組み
注 １９８３年～１９８８年に少量の石炭が使用されているが，石油に一括して図示を略した。
EUは泥炭を２００４年に石油・石炭と同じく化石燃料とする基準に切り替えた。データ
提示できないが２００４年以降，泥炭の木質バイオマスへの切り替えが進められた。
出典 エステルスンド市 Jämtkraft社でのパワーポイント説明資料をもとに作図した
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た。スコットランドやシェトランド諸島ではこれ以外にも風力発電を
Wind farmと呼び，発電機の設置収入が従来の放牧農業を補完する収入源
となったり，コミュニティが共同でWind farm事業を運営する例がみら
れる。
コミュニティによる太陽光発電事業や風力発電事業，バイオマスによる
地域暖房の導入は，生活様式・集落形態，コミュニティのあり方，地域の
自立の問い直しを促す。エネルギー問題は，社会に対して生存に関する絶
え間ない思考と選択をせまる広範なチャレンジの機会を提供するものであ
る。シェトランドでは，地域暖房の導入後，中心部 Lerwickで配管効率を
考えた地域整備が行われている。
さらに，電力供給源の選択可能性の拡大によって，原子力の放棄と再生
可能エネルギーへの転換が電力会社の経営判断やコミュニティによる起業
を通じて実現される状況が生じている。ドイツ南西部シュバルツバルトの
一角にある町シューナウ Schönau im Schwarzwaldでは，１９８６年４月２６日
のウクライナチェルノブイリ原発事故後，原子力電力供給に関与する電力
会社からの電力供給を中止し，住民が地区内の送電線を電力会社から購入
し，再生可能エネルギー発電会社 EWSを設立して１９９７年から経営してい
る９）。
省エネによる電力消費の削減も，地域社会が電力供給の弾力性を高める
ための重要な選択肢である。EWSでは，２０１１年の福島の事故を受けて，
毎年１％電気利用を増やす場合と毎年１％電気利用を減らす場合の差
が，２０３２年には３２４１TWhに達し，それがドイツの２０１２年時点の原発電力
量の２倍になることを示し，省エネの重要性を呼びかけている。
 世界的に加速している再生可能エネルギーへの取り組みとその規定要
因
世界的尺度で見た場合，従来それほど積極的に取り組んでこなかった
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国々も含めて，多くの国が，これまでとは比較にならない速いペースで再
生可能エネルギーの拡大と全エネルギー中に占める比率を高めることを目
指している。ここでは，個々の再生可能エネルギーごとに検討する。
風力発電
２０１０年１年間の風力発電容量は，１位中国４２GW，２位アメリカ合州国
４２GW，３位ドイツ１９．４GW，４位スペイン…９位デンマークの順である。
国際エネルギー機関 IEAは，２０１０年を中国が飛躍的に風力発電に取り組
んだ年と称賛している。中国では，北西部・北部・北東部などの偏西風地
帯で多くの風力発電所が設置され，臨海部の重工業地帯に送電している。
数年の間にドイツの２倍以上の風力発電容量を実現した。２位のアメリカ
合州国も，従来カリフォルニア州の風力発電が有名であったが，テキサス
州が２００６年にカリフォルニア州を抜き，２００７年，２００８年と急成長を続
け，２００８年末には７１１６MWに達し，他の州を大きく引き離す風力発電基
地になった。テキサス州内の風力発電所増加地域は，風力が最も強い地域
ではない。また，テキサス州は典型的な偏西風地帯ではなく，テキサス州
で風力発電が急成長したのは，むしろ人為的な理由による。テキサス州で
は，送電線の能力を強化しなければならない時，州の機関，ERCOT（テ
キサス州電気信頼性評議会）が費用を出して，その工事をする仕組みがあ
る。事業者が自己負担で送電線を建設しなくてよいことが風力発電事業者
の事業意欲を高めたといえる。
ドイツでは再生可能エネルギー推進のため，１９９０年に再生可能エネルギ
ーの買取の義務化を法制化して１９９１年に実施し，２０００年に固定価格買取制
度 FIT（Feed-in Tariff）を導入し，固定価格で２０年間買い取る保証をした。
当初参入事業者からの買取価格を家庭用電力料金の３～４倍とし，次年度
以降の新規事業者に対しては前年の参入事業者よりも買取価格を５％引き
下げる方式を導入して，再生可能エネルギー事業の早期推進をめざした。
この方式により，太陽光発電の導入が進み，風力発電の導入がこれに続い
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た。２０１０年末風力発電設備容量１９．４GW（１億９４００kW）は，世界の総発
電量の２％を占める。
風力発電の対全電力消費割合の世界トップテンは偏西風地帯の EU加盟
国が占め，上位３か国の値はデンマーク２２％，ポルトガル１７％，スペイン
１６％である。現在は，より環境負荷が小さい発電所の設置が模索されてい
る。
風力発電は，強すぎる風の時には動力部の破損を避けるため運転をスト
ップしなければいけない。また，あまり強すぎない水平風が一定の方向に
一定の風速で吹くのが一番良いため，偏西風地帯が最適とされる。２００５－
２００６年，ECとアセアンとの協同プロジェクトにより，カンボジア，フィ
リピン，ベトナムでの風力発電導入の可否を２年にわたって調査した。そ
の結果，台風に耐えうる風車を地面に固定する建設費用が発電事業の採算
に合わないため，風力発電導入が断念された１０）。風力発電はモンスーン地
帯（季節により風向が反対になる地域）や，台風・落雷の常襲地では採算
が合わない。また山地尾根部での建設は，上昇風・下降風や突風が発生し，
安定した強すぎない水平風が得られないため，一般的に適した立地地点と
はいえない。こうした観点から，日本は北日本の一部の地域を除き，風力
発電導入地としては不適切である。
太陽光発電
１９９０年代，日本は太陽光発電・太陽電池の導入量・生産量ともに世界１
位であった。しかし，２０００年代に，ヨーロッパが FITにより急速に拡大
し，２０１０年段階，太陽光発電の累積導入量の上位国は，１位ドイツ，２位
スペイン，３位日本（世界の約１０％）となった。太陽電池では日本は２０００
年５７％から２０１０年１０％に低下し，中国，台湾，ドイツ，日本の順位である。
欧州では大型発電所（メガソーラー）が主流であるが，日本では長く小口
自家用消費の余剰買取に特化していた。
２０１０年末現在，ドイツが世界全体の太陽光発電設備容量の５０％を占め，
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スペインも２００７年以降急成長した。ともに，FITにより，ドイツは２０年間，
スペインは２５年間の優遇価格買い取りを決めたことによる。しかし，一方
で，FITの弱点である駆け込み事業者による予測を上回る事業展開のため，
家庭電気料金の高騰や電力の過剰供給による取引価格の下落が生じている。
また，国内での発電機材製造業者の成長が期待されたが，中国等からの安
価な発電機材輸入を実質的に国民負担で支える構図が出現している。スペ
インでは固定買取価格の下方修正，さらに２０１２年に新設の太陽光発電への
補助金を停止して，太陽光発電への過剰投資の鎮静と電力取引価格の下落
対策を打ち出した。ドイツでは太陽光発電の固定価格を当初公表よりも下
げる対策により太陽光発電の加熱の抑制を図ったが，それでも不十分なた
め，２０１３年には発電量の１割余りを固定価格での買取対象から除外する措
置を打ち出した。
従来，太陽光発電の短所は発電コストの高さにあったが，上記のように，
過剰な事業投資＝供給の発生によって取引価格が下がり，逆ザヤが大きく
なったことで，固定買取価格は徐々に下がっている。また，需要の拡大に
より，ドイツでは２０１１年の太陽光発電の初期導入費用が２００６年当時の半額
以下，発電コストも４０％ほど減少している。２０年固定買取制度のため２０１６
年まで電気料金の支払いは下がらないが，２０１３年には太陽光発電の取引価
格（≒実体上の電力料金）が家庭用電力料金を下回る事態も予測されてい
る。つまり，素材の改良による変換効率の向上も進み，２０１７年に太陽光発
電の FITを終了しても太陽光発電が全電力需要の１５％規模で市場経済に
移行する状況が現実になりつつある。
水力発電
水力発電は一次エネルギー供給の３．２％，発電量では１６％（約２０兆kWh，
２００７年）を占め，再生可能エネルギーの中で最大の電力源である。水力発
電量の上位１０か国は，中国＞カナダ＞ブラジル＞アメリカ合州国＞ロシア
＞ノルウェー＞インド＞日本＞スウェーデン＞フランスである。ヨーロッ
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パでは全発電量に占める水力割合は，ノルウェ ９ー８％，スウェーデン，ス
イス，オーストリア，アイスランドが５０％を超え，ヨーロッパ以外ではカ
ナダ，ブラジルが５０％以上である。日本では１９６０年代前半まで水力発電が
５０％以上を占めていた。今後開発可能な水力発電は１７兆kWhと見積もら
れ，先進国が既存開発率８０～９０％であるのと対照的に，BRICsや開発途
上国では１０～２０％の既存開発率で，今後の可能性が高い。
水力発電は出力規模により，大（１０万kW以上），中（１～１０万kW），
小（１０００～１万kW），ミニ（１００～１０００kW），マイクロ（１００kW未満）に
分類される。また，利用方式によって，貯水池（ダム）式，調整池式，流
れ込み（河川）式の３種類があり，大型水力発電は貯水池式である。先進
国においても流れ込み式はあまり開発されておらず，一つずつの規模は小
さいが既存構造物の未利用水力発電とともにポテンシャルがある。ドイツ
では１０００kW以下の水力発電所を５５００か所設置しており，毎年３００か所新
設されている。地域コミュニティが中心になり，低廉な小型発電機のメー
カーも多く，FITのバックアップにより，小規模水力発電の利用も進んで
いる。
バイオマス
バイオマスには，木質バイオマス，廃棄物，バイオ燃料の３種類がある。
バイオマス発電はエネルギー効率が低い。一次エネルギーを電力に転換す
る効率が化石燃料では３５～４０％だが，木質バイオマスでは１０～２０％と低い。
木質バイオマスは発熱量が低く，水分が多いので，エネルギー効率の向上
には限界があり，収集・運搬にもコストがかかる。一方，直接熱利用した
場合のエネルギー効率は５０％以上なので，地域暖房，給湯など熱利用を優
先すべきである。廃棄物発電は焼却時の熱をボイラーで回収し，蒸気を発
生させてタービンを回して発電するコージェネ技術（CHP）が採用され
ればエネルギー効率は高い。
バイオ燃料（バイオエタノール・バイオディーゼル）は，各国が CO２
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削減のため交通部門における使用拡大を義務付ける政策を展開している。
アメリカ合州国では２０１０年までの７５億ガロン（１ガロン＝約３．８リットル）
使用義務を３６０億ガロン使用に引き上げた。欧州は２０１０年までにバイオ燃
料の比率を５．７５％以上，２０２０年までに１０％以上に引き上げる目標値を掲げ
ている。一方で日本は，バイオエタノールを３％混合したガソリンの導入
にとどまっている。バイオ燃料はサトウキビやトウモロコシに由来する燃
料で，食料と用途上競合するため，手放しで拡大してよいということにな
らない。食料との用途上の競合を回避する意味もあり，藻類のバイオ燃料
の開発が進められている。藻類は生育速度が速く，単位面積当たりのオイ
ル収量が大きいという特性がある。
地熱
地熱は発電以外に熱としての利用も多い。アイスランドでは地熱発電が
総発電量の２７％，熱利用は暖房エネルギーの７０％が地熱エネルギーに拠っ
ている。発電のための当初費用（プラント建設）にコストがかかる一方，
発電コストは安い。日本も資源量が２３４７万kW，世界第三位である。
発電の種類には，ドライスチーム型（蒸気が水分を含んでいない），フ
ラッシュサイクル型（熱水を分離して蒸気でタービンを回す），バイナリ
ーサイクル型（低温の蒸気・熱水を沸点の低い媒体と熱交換して高圧蒸気
をつくり，タービンを回す），ハイブリッド方式（フラッシュサイクルで
分離した熱水を加熱源としてバイナリーサイクルを行う）がある。バイナ
リーサイクルは温泉発電にも利用できるので，これまで未利用だった源泉
の高温の湯をバイナリーサイクルの加熱源に用いて発電できるほか，廃棄
物処理場の温排水などを熱源として利用することも可能である。近年は，
アイスランドのような地表に近い好条件にないアメリカ合州国やオースト
ラリアにあっても，技術の進歩により，高温岩体発電（深度２０００～３０００
mの高温の花崗岩の岩盤に水を注入して貯留し，この熱水と蒸気を取り
出して発電）に積極的に取り組んでいる。
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３．日本における再生可能エネルギー実用化の取り組みと課
題
 再生可能エネルギー実用化の必要
日本は再生可能エネルギー実用化の取り組みが他の先進国に比べてきわ
めて緩慢で鈍い。その要因として，原子力の技術への信頼，原子力の経済
性への信頼，これまでの省エネ努力への自負がある。しかし，これらの主
張は必ずしも真実ではない。
まず，核廃棄物の処理技術はいまだ全く確立しておらず，大量の核廃棄
物による国土汚染の危険が高い。２００７年時点での日本における放射性廃棄
物の在庫は，資源エネルギー庁によれば次のとおりである。使用済み核燃
料１４，８７０トン，高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体（１２０リットル容器）
１，６１４本，高レベル液体廃棄物４０４m３），発電所廃棄物（均質固化体・充填
固化体・雑個体６２５，１６９本（２００リットルドラム缶換算），蒸気発生器２９基，
制御棒９１m３＋８，９８７本，チャンネルボックス等６２，１８３本，その他１，６６５m３，
樹脂など１７，３７０m３），長半減期低発熱放射性廃棄物（１０３，９３３本（２００リッ
トルドラム缶換算）＋濃縮廃液・スラッジ・廃溶媒など３，９０８m３），ウラン
廃棄物（４４，１３９本（２００リットルドラム缶換算）＋低レベル液体廃棄物２１．２９
m３），研究施設等での廃棄物（固体廃棄物３３２，０３３本（２００リットルドラム
缶換算）＋液体廃棄物６２．３３m３），廃棄業者が保管している廃棄物（固体・
液体廃棄物１１９，０１１本（２００リットルドラム缶換算））。これらの膨大な廃棄
物を，処分するすべをもたないまま，青森県や各原子力発電所が貯蔵・仮
置きしている。仮に青森県内の貯蔵分を各原子力発電所に返却すると，貯
蔵限界を超えて稼働できない発電所が複数生じる状態に達している１１）。
処理方法として現実に行われているのは，アメリカ合州国など少数の国
が行う，ガラス固化して国内の地下の岩塩層や廃鉱跡地等地層中にコンク
リート構造物にいれて埋設処理するワンススルー方式であるが，新期造山
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帯に位置する日本にはそのような地層がない。日本が考える方法は，ガラ
ス固化して地上管理施設で３０年～５０年冷却保管した後，地層内に数万年以
上隔離・保管する「再処理＋地層処分」方式であるが，核廃棄物の消滅処
理を意図する「再処理＋群分離＋核種変換」方式とともに，処理技術の確
立のめどがたっていない。
次に，「原子力発電は経済性が高い」「日本は省エネ国である」の２点は
現在でもよく指摘される。しかし，前者は架空の前提条件に基づく値で，
実際値と異なる。後者は都合のよい情報のみを利用した値である。経済産
業省は『エネルギー白書』において，表２の発電単価を示して原子力エネ
ルギーの経済性を主張するが，単価算出の根拠は示さない。しかし，電力
９社の有価証券報告書を用いた分析結果は表３となり，１９７０～９８年の事業
実績では，１kWh発電単価は火力９．３１円，水力９．６２円，原子力１０．２６～
１０．５５円と原子力が最も割高である１２）。
表２中の「発電効率」「設備利用率」は，それぞれ，エネルギーの電力
発電方式 発電単価（円／kWh） 発電効率％ CO２排出比率 設備利用率（％）
水力 ８．２～１３．３ ８０～９０ １ ４５
石油 １０．０～１７．３ ＜５０’s ７０ ３０～８０
LNG ５．８～７．１ ５０～６０ ６０ ６０～８０
石炭 ５．０～６．５ ４０～４３ ９０ ７０～８０
原子力 ４．８～６．２ ３３ ２ ７０～８５
太陽光 ４６ １０～１５ ４ １２
風力 １０～１４ ＜５９ ３ ２０～２５
表２ 発電方式別比較：発電原価，発電効率，CO２排出，設備利用率
出典）経済産業省『エネルギー白書 ２００８年版』などによる
発電効率とはエネルギーを電気に変換するときの効率（表は粗発電効率）
CO２排出比率とは同じ発電量の時に排出する CO２の量の比較
２００８年度発電実績は消費エネルギーは石油換算トン４，３９８，７６８キロトンで生産電力はグ
ロスで１，７３５，５７９kトン相当の電力（２０，１８５TWh），最終消費に供給された電力は
１，４４６，２８５kトン相当の電力（１６，４３０TWh）。粗発電効率は３９％，最終効率は３３％
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への転換効率，２４時間フル稼働を１００とした場合の実際の稼働率を意味す
る。原子力は水力，火力，風力に比べて発電効率が決して高くない。また，
表では，原子力の設備利用率を７０～８５％とすべての発電方式中最大として
いる。しかし，日本の原子力発電所は運転開始年から３０年以上経過した老
朽化が進行したものも多く，運転開始年からの経過年と稼働率には逆相関
が成り立つ。実際の原子力の設備利用率は２００３年以降では６０％台以下，福
島の事故以後は，太陽光以下である。経済産業省の値は過大評価である。
経済産業省が７０～８５％に固執するのは，CO２削減目標の達成予測，発電単
価をはじめとするさまざまな値をこの７０～８５％に基づいて算出しているた
めである。２０００～２０１０年の実設備利用率に基づけば，原子力は一層割高と
なる。しかも，廃炉等の処理費用，原子力関係施設の建設費利息，原発推
進予算（３０００億～４５００億円／年）など，原子力に関わる費用を除外し，補
助金を収入に加算して算出しても１kWh単価１０．２６～１０．５５円であるから，
実際は一層割高になる。
福島の事故以後，火力発電用の天然ガス購入価格が高いことを根拠にし
て電力会社は原子力の必要性を主張する。しかし，原子力の燃料であるウ
ラン（イエローケーキ）の価格は，１９８０年には１ポンドあたり＄３２．９０米
ドルであったのが９０年には＄１２．５５米ドル，２００１年には＄７．９２米ドルまで
下落したものの，その後上昇に転じ，２０１０年には平均価格は＄４４米ド
原子力 水力 石油火力 LNG火力 石炭火力
経済産業省 ５．９ １３．６ １０．２ ６．４ ６．５
CASA １０．２６～１０．５５ ９．６２ ９．３１
表３ １kWh発電に要する単価の比較（円）
注）CASA（地球環境と大気汚染を考える全国市民会議）
経済産業省は稼働率８０％、出力１３０万 kW、４０年稼働以外の計算根拠を明らかにしてい
ない
CASAの値は電力９社の１９７０～９８年有価証券報告書により算出。建設費利息、原発推進
予算（３０００億～４５００億円／年）を含まない値
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ル，２０１１年には＄５５．６４米ドルとさらに高騰している１３）。その値上がりは
石油や天然ガスよりも大きく，「原子力発電は経済性が高い」という主張
は，全く事実に反する。
さらに，「日本は省エネ国でエネルギー効率が非常に高い」ことが，図
３で示される。省エネや CO２削減への日本の努力・取り組みは高く，諸
外国と同じ削減条件を現時点において日本に課すことは過剰努力を強いる
ものであるとの主張が潜む。しかし，同じ IEA（国際エネルギー機関）の
公表値により関連項目をとると必ずしも日本は省エネ国ではない（表４）。
購買力平価ベースに換算すると日本に比べ，イタリア，イギリス，デンマ
ークのほうがエネルギー効率が高い。一人あたりの一次エネルギー供給量
についても同様である。一人当たり消費電力では，韓国・中国を除いても，
スウェーデンやアメリカ合州国についで大きな値になる。日本は１９９０年代
途中までは省エネに努めたが，それ以降は省エネが継続せず，一人当たり
図３ 経済産業省が示すエネルギー効率の国別比較
注）エネルギー効率＝石油換算供給トン／実質 GDP１ドル
経済産業省が IEA資料により作成したものを図化
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消費量が先進国のなかで比較的高い国になっている。
 エネルギーの生産・消費と発電量に関する世界の動向と日本
石炭，石油・天然ガス・オイルサンド（オイルシェール），再生可能エ
ネルギーによって今後のエネルギー市場が形成される。国別のエネルギー
自給率，再生可能エネルギー比率を比較すると，国別の大きな差異，特徴
的な事実を確認することができる。
日本や韓国は化石燃料に恵まれず，エネルギー自給率が非常に低い。し
たがって，再生可能エネルギーへの依存が高くなってしかるべきであるが，
逆に，先進国中再生可能エネルギーへの依存が最も低い（表５）。実際は，
化石燃料に恵まれた国が，資源の枯渇後を見据えて，エネルギー自給維持
のため再生可能エネルギーの開発とそれへの移行・依存を進めてきたので
ある。
IEA資料により，国別の一次エネルギー供給量とその内訳をまとめた（表
５）。化石燃料，原子力，再生可能エネルギーの内訳をみると，スウェー
デンやデンマークなど２０～３０％台を占める国以外にも，一次エネルギー供
給量に占める再生可能エネルギーの比率が１０％前後の国が増加している。
風力発電を急成長させている中国は１２％にまで高めている。２００９年時点で
３．４％に過ぎないイギリス政府は２０２０年までに７０００基３２００万kWの洋上風
力発電機を設置し，国内消費電力の１／３を再生可能エネルギーで賄う計画
を２０１０年に発表した。遠浅の海や平野が少ない日本は，日本に適した再生
可能エネルギー開発に早急に取り込むことが求められている。
 日本における再生可能エネルギー導入のあゆみ，あるいは導入をはば
んできた制約条件
アメリカ合州国には３０００余の電気事業者があり，民営の２５４社が全米の
四分の三の電力供給をまかなっている（長谷川，１９９６）。これに対して，
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日本では２０１１年段階，RPS法対象の電気事業者は表６に掲げた６０社であ
るが，一般電気事業者は北海道電力株式会社～沖縄電力株式会社の１０電力
会社のみで，１０社が全電力の９８％を製造して地域寡占している。日本では，
電力会社を選べないとともに，送配電網を１０電力会社が所有し，他の電気
事業者はその送配電網を使用せざるをえないため，製造電力の取引価格は
ほぼ１０電力会社の思いのままであった。１０電力会社は１０社の各電気供給圏
を相互不可侵状態で維持するため，域外との広域的な送配電網を整備して
こなかった。５０Hz地域と６０Hz地域の分断の問題もそのまま放置し，需
給の変動に対応できない硬直的な送配電網をつくって新規事業参入が困難
な状況を存続させている。
電力会社による地域寡占は安定供給に貢献する一方で，多彩な環境条件
電気事業者名 基準利用量（kWh） 製造電気比率
一般電気事業者（北海道～沖縄）１０社 １０７８６３６１０００ ０．９８
北海道電力株式会社
東北電力株式会社
東京電力株式会社
中部電力株式会社
北陸電力株式会社
関西電力株式会社
中国電力株式会社
四国電力株式会社
九州電力株式会社
沖縄電力株式会社
３８４３９８０００
９８４１９８０００
３４９１２９４０００
１５５７８４５０００
３５１５６５０００
１７９７８２５０００
７４２５０２０００
３４６２９４０００
１０４０９３８０００
８９５０２０００
特定電気事業者 ５社 ２９８５０００ ０．０００３
特定規模電気事業者 ４５社
株式会社エネット
２３７１６１０００
１１６２９３０００
０．０２１５
合計 １１０２６５０７０００ １．００００
表６ ２０１１年度のRPS法対象電気事業者とその基準利用量
注）一般電気事業者の中の沖縄電力 KKより大きな基準利用量の電気事業者は，特定規
模電気事業者の中の１社株式会社エネットのみである。それ以外の４９社の一覧は省
略した。
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を考慮しない全国一律のエネルギー政策の原因になってきた。本来，日本
列島は，積雪条件や日照条件をはじめ地域差が大きく，適合的なエネルギ
ー政策は地域により異なる。一方で，地域寡占により，新規事業者の参入
は困難であった。再生可能エネルギー導入が各地で頓挫する要因は，実施
者の思いつきによる導入にも一因があるが，送電線を所有する電力会社に
よって電力取引価格が決定され，電力会社の収益に転化して，新規事業体
の運営が行き詰ることも大きな阻害要因をなしてきた。
しかし，再生可能エネルギー導入が進まない要因はそれにとどまらない。
農林水産省の補助金により１９８３年に開始された小水力発電事業では，多く
の市町村が小水力発電にとりくんだ。しかし，補助金支給条件として電力
供給範囲を同一市町村内や土地改良区に限定し，縦割り行政の弊害により，
経済産業省所管の電気事業としての展望をもたせない事業にとどまるとと
もに，過疎化が進む中山間地域の域内だけでは供給電力を満たす需要がな
い場合も多い。そのため数年間の後，中小水力発電事業を断念したところ
も少なくない。
供給電力量に応じて一定割合の再生可能エネルギーの発電または購入を
電力会社に義務づける，いわゆる RPS法が，日本では２００２年６月に制定
され，２００３年度から開始された。電力１０社ら計６０電気事業者に，新エネル
ギー発電電力を自ら発電するか購入するかのいずれかを義務づけた。風力，
太陽光，地熱（バイナリー方式に限る），１０００キロワット以下の小水力，
バイオマスが対象で，その結果，再生可能エネルギーの発電量は２００３年に
は４０．２億kWhであったのが，２０１０年度には８９億kWh（風力４１億kWh，バ
イオマス３７億kWh。太陽光の余剰買取を含むと１０２億kWh）に拡大した。
しかし，日本の発電量１１５００億kWh（２００８年度）の約１％に過ぎない。世
界各国の再生可能エネルギー購入義務づけ量と比較すれば低く，取引価格
も１kWhの風力１０円，水力９円，バイオマス９．４円と，電気事業の採算が
困難なほどに安価であった。表２掲載の１kWhあたりの風力発電単価１０
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～１４円，水力発電単価８．２～１３．３円の下限値と差がなく，１０電力会社に配
慮した低い取引価格が設定され，新規事業者にとって採算の取れるレベル
ではなかったため，拡大しなかった。
RPS法は本来再生可能エネルギー事業の支援とその利用の促進のため
の制度である。しかし，日本では，購入価格が極端に低かったため，むし
ろ実際には再生可能エネルギー事業の進展を妨げる障壁の役割を担ってき
たとすらいえる。
RPS法についで，２００９年，余剰電力買取制度が太陽光発電について導
入された。太陽光の自家消費後の余剰電力を，電力会社に１０年間一定価格
で買い取ることを義務化し，太陽光発電は２年続いて対前年比で倍増した。
２００９年の住宅用が１kWh４８円１０年間，２０１０年住宅用が１kWhあたり４２円，
非住宅用４０円１０年間と決められた。この価格であれば，設置費用への補助
金と合わせて１０年程度で初期費用の回収が可能になるので，日本ではこの
段階から再生可能エネルギー支援が本格化したと判断できる。
電源
太陽光 風力 地熱 中小水力
１０kW以上 １０kW未満 ２０kW以上 ２０kW未満 １．５万 kW以上 １．５万 kW未満 千～３万 kW ２百～千 kW ２百 kW未満
１kWh
あたり
４２ ４２ ２３．２ ５７．７５ ２７．３ ４２ ２５．２ ３０．４５ ３５．７
上：税込、
下：税抜
４０ ４２ ２２ ５５ ２６ ４０ ２４ ２９ ３４
期間（年） ２０ １０ ２０ １５ ２０
電源
バイオマス
ガス
（下水汚泥）
ガス
（家畜糞尿）
燃焼
（未利用木材）
燃焼
（一般木材）
燃焼
（廃棄物）
燃焼
（下水汚泥）
燃焼
（リサイクル材）
１kWh
あたり
４０．９５ ４０．９５ ３３．６ ２５．２ １７．８５ １７．８５ １３．６５
上：税込、
下：税抜
３９ ３９ ３２ ２４ １７ １７ １３
期間（年） ２０
表７ 日本での FIT 再生可能エネルギーの全量買い取り価格（２０１２年７月～）
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さらに２０１１年８月 FIT法が制定され，２０１２年７月全量固定買取制度が，
ドイツの導入から２０年を経てようやく日本でも導入された。２０１２年７月か
らの買取価格は，表７のとおりである。当初予測より１kWhあたりの買
取価格が５円以上高く設定されており，早期の導入を促す狙いがある。FIT
では長期的な売電収入が確定するため，発電する電気事業者が事業計画を
立てやすい。しかし，RPSでは電力会社がどの事業者から電気を購入す
るのかを自主的に決めるため，発電する電気事業者にはリスクがある。他
方，RPSは市場原理が働くが FITは全量買い取りなのでコスト負担が大
きくなる。FITは２０１０年末現在６１か国と２６の州・地域で導入されてお
り，１０か国と５０自治体で導入されている RPSよりはるかに多い。
２０１２年７月の FIT導入に際して買取価格を高く設定した意図は理解で
きるが，そのため不明朗な経営実態の事業者が生き延びたり，補助金行政
を補完してしまうことにもつながる１４）。FIT導入により，多額の国民負担
のもとで再生可能エネルギーの比重を高めるがゆえに，いっそう世界の動
向に対する確かな知識を培い，誤った選択によりケータイ事業の轍を踏ま
ないことが重要である。
 日本に適した再生可能エネルギーの取り組み――政府の低い目標値と
現状――
日本の発電量は，約１１５００億kWh（２００８年度）で，うち原子力発電所が
１７か所５４基により４８８４万kWhつまり総発電量の約３割を製造してきた
（２００９年）。電源別比率は，再生可能エネルギー９％（一般水力７．３％，揚
水０．７％，それ以外１．１％），原子力２９％，石炭２５％，石油等８％，LNG２９％
である。
再生可能エネルギーでの政府目標の拡大発電設備容量は，２０２０年までに
太陽光発電２８００万kW，風力５００万kWで，発電量は，太陽光の設備利用率
１２％，風力の設備利用率２０％とみなせば，それぞれ２９４億kWh，８８億kWh，
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計３８２億 kWhとなり，全発電量の約４％に相当する低い目標である。一
方，環境省による導入ポテンシャル調査では，太陽光発電（非住宅系）１．５
億kW，風力発電１９億（うち陸上風力発電２，８億）kW，中小水力１４００万kW，
地熱１４００万kWで，年間発熱量は，設備利用率をそれぞれ１２％，２４％，
６５％，８０％とすれば，１．０５５×２４×３６５＝９２４２億kWh，FIT対応シナリオ導
入ポテンシャルでは６４４億～３４５０億kWh，技術革新が進めばその倍の発電
量が２０３０年までに見込めると算定している。以下，現状と日本に適した再
生可能エネルギーについて，個別に検討しよう。
風力発電
日本の風力発電容量は２０１０年現在，２．３GW（世界１２位，０．４７％）であ
るが，モンスーン地帯で台風や落雷の常襲地の日本はアセアン同様，北日
本を除いて風力発電は採算が合わない。また日本では山地の尾根に多く建
設されているが，上昇風・下降風や突風が発生し，風力発電に適した一定
の強すぎない水平風が得られない。日本では科学的根拠と経済性・計画性
を欠く設置が多い。１９８０年に初めて設置され，２０００年以降は急速に増えた
が，２００８年度末時点で１５１７基，新規設置数は２００６年度６１基，２００７年度５
基，２００８年度２５基と，採算が取れないため低調である。洋上発電も，遠浅
の海が少なく，潮流が速い上に，漁業権や航行との競合を解決する必要が
ある。２０１２年時点では３か所１４基の着床式洋上風力発電が北海道・山形県
・茨城県沿岸に設置されている。
コスト面では，発電コストが１０～１４円，風車価格は１kWあたり１５万円，
風車代を含めた建設費は１kWあたり（２５～）３０万円，法定耐用年数１７年。
設備利用率を２０％とすると原価償却費は３０万円／（１７×３６５×２４h）÷２０％
≒１０．０７円，つまり１kWhあたり１０．０７円以上でなければ，運営・メンテ
ナンス費用を無視しても，建設・稼働の採算がとれない。運転・メンテナ
ンス費用と金利を考えると，１kWhあたり１３～１４円以上の価格にならな
いと成り立たない。日本では北海道と東北に風力発電設備容量の約４割が
42
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集中している。北海道電力では全発電の１．３９％，東北電力では１．２８％を風
力発電が占める。それ以外の１０電力会社は風力に関心を示していない。日
本各地に風力発電所が建設されているが，その大半は自治体が建設してお
り，電力事業として採算がとれるものは少ない（表８）。
太陽光発電
枯渇しない，CO２を排出しない，メンテナンスが容易で長寿命，設置場
所を選ばないなどのメリットとともに，発電が不安定で設備利用率が低い，
エネルギー密度が低い，発電コストが高いなどのデメリットも明瞭に存在
する。それゆえ，FITによる普及の拡大と量産化および技術革新が不可欠
である。日照時間が長い（雲量が低い）地域で有効で，電力以外に地域暖
房にも有用である。２００２年度以来北見市での取り組みが知られている。売
電制限（電力会社が購入電力量に上限を設けて，それ以上は電力を引き取
らない）が拡大を阻害してきたため，諸外国同様，FITによる隆盛が期待
される。日本でも住宅用太陽光システムの工事費が，２００９年以降毎年８～
１０％低下しており，NEDOは，２０１０年台前半に家庭用電力料金と同等の
１kWあたり２３円，２０２０年に業務用電力料金並みの１４円，２０３０年に事業用
電力料金並みの７円を達成目標にしている。この目標達成はかなりハード
ルが高いが，このようにならないとメガソーラーの安定的稼働は困難であ
る。
メガソーラーは２０２０年までに全国３０地点１４万kWの設備を電力１０社が設
置すると公表した。また，全量固定買取制度導入に合わせ，３５道府県が正
会員となる「自然エネルギー協議会」がソフトバンクの提唱で設立され，
全国１０数か所に計２００MW（２０万kW）の設置を構想している。東京海上
と三井物産も投資ファンド１００億円で全国１０か所にメガソーラーを設置し，
利回り３～４％の運営を計画している。建設業界が太陽光発電の受注をめ
ざしノウハウを蓄積中である。現在，国内の再生可能エネルギー市場の
７２％が太陽光発電，１２％が風力発電である。世界市場においては，現在日
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本は太陽電池と風力の部材を提供する位置にある。
水力発電
風力と比較して小規模の設備で同等のエネルギーが得られる。多雨の日
本の河川では有効性が高く，最小限の新規土木事業で発電可能なうえに，
人口希薄な市町村の電力の１５％前後をまかなえるとの試算がある。試行し
た自治体は多いが，既述したように，現在断念したところが多い。
先進国でも，例えば日本では流れ込み（河川）式は４割ほどしか開発さ
れておらず，全国の河川の２５００地点９００万kw，３５７億kWhのポテンシャル
がある。また既存構造物の未利用水力発電についても全国約１４００地点
３３万kW，１６．６億kWhのポテンシャルがある。ドイツでは，地域コミュニ
ティが中心になり，低廉な小型発電機のメーカーも多く，FITがバックア
ップしている。日本では電力会社の買取価格が８．９円／１kWhと安価に設
定され，普及を阻んできたが，２０１２年７月 FIT導入により３万kWh未満
の水力発電の２４～３４円／１kWhでの買取義務が決まったことから，農業用
水組合等のコミュニティによる活動が今後活性化することが期待される。
既存の水利権や漁業権との利害調節が必要であり，全国小水力利用推進協
議会が自治体と協力して発電事業のスキームつくりを進めている。現時点
では，丸紅子会社三峰川発電（山梨県北杜市）や日本工営（鹿児島県伊佐
市）など，市と企業が共同で第三セクター方式による発電所建設を計画す
る例がある。
バイオマス
動植物燃料の総称でカーボンニュートラルである。日本各地で補助金を
得て実施されているが，総務省行政評価局などの分析によれば大半が採算
の取れない内容であることが明らかになっている。日本では化石燃料に対
して環境負荷税を課さないため，バイオマスが割高になる。廃棄物系バイ
オマス（家畜排泄，食品廃棄物，製材・建築廃材等，ごみ），未利用バイ
オマス（稲わら，間伐材等），資源作物（さとうきびやトウモロコシの糖
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質・でんぷんや菜種や大豆の油＝自動車用燃料）の３種類がある。未利用
バイオマスのうちの木質バイオマスについては，規模の経済を有する地域
暖房が日本では行われず，木質ペレット方式以外に選択肢を持たないこと
が，メリットを生かせない要因になっている。資源作物によるバイオエタ
ノールは食品との間でトレードオフないしコンフリクトの関係にある。廃
棄物系バイオマスでは，全国のごみ焼却施設１２６９施設のうち３００施設に発
電設備があり，２００８年段階で発電能力１６１万kW，発電量６９億kWhと２００万
世帯分を賄う電力量を供給している。しかし，可燃ごみを固形化するごみ
固形燃料は生成コストが高く，自治体負担が増すので普及していない。
農林水産省の補助事業「バイオマスタウン構想」（２００２年１２月導入，２００６
年３月見直し）に，３１８の市町村と地域が認定されている。被認定市町村
の数は多いが，実際の取り組みは補助金に依存した一時的事業にとどまる
危険が大きい。
地熱
蒸気でタービンをまわして発電する方式で，２０１０年現在１８か所５３．３万kW
の設備容量で約３０億kWh（日本の総発電の０．３％）を発電している。設備
利用率は７０％と安定的なうえに，資源量は世界第３位２３４７万kWである。
大半が国立公園内に所在するため，１９６６年商業運転開始後１９９９年に１８か所
目が建設されたのを最後に新規建設がない。これらの地熱発電はすべて電
力会社１０社が行っている。コスト，稼働までの長期性，国立公園内の制約
・源泉枯渇の懸念による地元の反対のため，国は，１９７２年以降国立公園内
の地熱発電を認可してこなかった。しかし，従来源泉枯渇への懸念から反
対が大きかった温泉地でも，技術開発により，地熱発電を有効に利用でき
る可能性が高まっている。すなわち，現在では，大型冷蔵庫より少し大き
い程度の小規模バイナリーサイクルにより，従来放熱して捨てていた高温
の源泉から得た電力を街の発電に活用し，温泉はそのまま従来通り利用す
る相乗効果（シナジー，win-win）の関係が実現できる。問題は，いまだ
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このような事実が十分知られておらず，小規模発電に適した発電機材製造
業者も成長していないことである。
４．再生可能エネルギーを支える社会知
 一次エネルギーの種類別用途とロスの大きさ
一次エネルギーは，発電等へのエネルギー転換，エネルギー産業の稼働
での消失および消費以前の段階でのロスが大きい（表９）。エネルギーを
電気に変換する発電効率は決して高くなく，熱→発電→熱の利用はロスが
大きい。熱エネルギーはできるだけ熱利用すべきである。また，人々が必
要とするエネルギーは一日の中で時間帯により，変化する。日昼に比べて
夜間は電力需要も小さくなるから，需要の変動に応じて供給電力を調節で
きるのが望ましい。しかし，原子力はこれに全く対応できない。「オール
電化」は需要の増減に対応できない原子力維持のための本末転倒の愚策で，
省エネに逆行する。
一次エネルギー供給量に比べて最終エネルギー消費量が６８．７％にとどま
っている事実は，消費以前に一次エネルギーの３割以上がロスのために失
われていることを意味する。ロスをなくすには，個々のエネルギーの特性
に見合った用途に努めることが最も重要で，次いで，CHP（熱＆発電施
設）やロスの小さい発送電方法などの技術的開発に努めることである。
 エネルギーの効率的利用
カリフォルニア州のサクラメント電力公社は，原子力発電所を閉鎖した
後，エネルギーの効率化を進めるために投資を行い，省電力製品の普及キ
ャンペーン，エネルギー効率の高い機種への買い替えを行う消費者への報
奨金の提供，世帯への落葉樹の無料配布と植樹による省エネ木陰の形成な
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どを実現してきた１５）。需要の伸びに合わせて電力の供給能力を増やすため
に新たな電力設備を建設するのではなく，需要を抑制して経営効率を改善
する「需要管理型経営」を展開した。需要のピークをいかに効率的利用に
導くかに努める経営は，原子力発電が出力の調整ができないため２４時間稼
働して電力の供給・消費を拡大させる経営に対して，まさに対極に位置す
る。
エネルギーの効率的利用には，送電網や各家の電気メータの改良が有効
である。現在は，変動の小さい安定的な電気の供給態勢をつくり，季節や
時刻によって変化する需要に対応している。これを前提にすれば，再生可
能エネルギーは季節や時刻によって発電量が変動するものが多いため，供
給側も変動することになる。しかも再生可能エネルギーの電気事業者の多
くは電力会社のコントロール下にないので，調整が効きにくい。変動を無
理なく吸収できるのは総電力の５％なので，１０電力会社の発電設備容量２００
GW（２億kW）に対して，再生可能エネルギーは１０GWしか取り込めな
いことになる。効率的利用を実現するには，各電力会社の個別閉鎖的運営
を設備共同利用へ移行する，蓄電やスマートグリッドを用いてリアルタイ
ムの需要側・供給側の発電状況を把握して調節する，再生可能エネルギー
を優先的に使用して安定的な電力を不安定供給源の補完に使用できるよう
にする，等が必要である。
日本ではこれまで供給側による集中管理をもとにスマートグリッドを構
築してきたが，需要側の家庭・事業所で電力消費の可視化と容易な設定変
更による需給調整を可能にするスマートメーターの導入を促進する政策の
実施が２０１１年７月に提起されている。小規模分散型の電源を域内利用する
地産地消を進めるには，複数の小規模発電施設＋蓄電で域内電力自給を可
能にする電力網「マイクログリッド」が有効である。
海外のスマートグリッドに関しては，アメリカ合州国では需要量の調節
を図るためにスマートメーターが家庭に設置されて，２０１３年には５０００万戸
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に設置がひろがる見込みである。欧州では欧州全体でのネットワークで再
生可能エネルギーを受け入れるとともに，家庭にスマートメーターを設置
してメッシュ型配電（水平容量配電）を目指しており，イタリア，スウェ
ーデン，フィンランドでは１００％近く普及している。中国では電力消費の
急激な増加に対して西部や北西部での発電を東部に安定的に送電するため
のスマートグリッドと各戸へのスマートメーターの普及に力を入れている。
グローバルに通用するシステムやスマートメーター，スマートハウスを追
求することが必要である。
５．おわりに
一次エネルギーの供給，電力と家庭・地域暖房の供給に関するヨーロッ
パでの取り組みは，バイオマスの有効利用，電力の需要・供給両サイドに
よる対話と対応，居住形態やコミュニティとの結びつきを実現している。
電力・暖房が，みずからの身体の延長の問題として意識され，地球環境へ
の負荷に配慮して検討されている。シューナウで語られる「地球は祖先か
ら受け継いだものではなく，孫から貸してもらっているものです」の語を
かみしめて，一次エネルギーや電力を選択できる日がくるのが待ち遠しい。
また，日本のエネルギー問題においては，多くのウソがまかりとおって
いる。調べれば少しは真実に近づける。だまされたといっても地域はもと
には戻らない。安全・安心は自らが切り開くものである１６）。
付記：２０１３年３月に専修大学を定年にてご退職される青山高義先生に，拙
稿を献呈させていただきます。１９９９年４月に赴任いたして以来，今日まで，
かずかずのご指導を賜ってまいりましたことに対して，心より御礼申し上
げます。
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註
１）本稿で示している個々のデータの一部に関しては，西脇（２０１２），遠州編著（２０１０），
長谷川（１９９６，２０１１増補）をはじめとする先行研究による数値等を参考にした。
西脇文男（２０１２）『再生可能エネルギーがわかる』（日経文庫１２５５）日本経済新聞
出版社
遠州尋美編著（２０１０）『低炭素社会への選択―原子力から再生可能エネルギーへ―』
法律文化社
長谷川公一（１９９６，２０１１増補）『脱原子力社会の選択 増補版：新エネルギー革命
の時代』新曜社
２）一般に「アメリカ合衆国」が用いられているが，語義は「アメリカ合州国」であ
り，語義に従って本稿では「アメリカ合州国」と表記する。
３） バーゼル条約により国境を超える有害廃棄物移動が全面的に禁止されたのは１９９３
年である。
４） 埋設処理の具体的な処理方法として，次の３つが実施ないし模索されている。
ワンススルー。アメリカ合衆国が実施している方法。再処理せずガラス固化し
て地中のコンクリート構造物で保管する。再処理＋地層処分。日本が模索してい
る方法。使用済核燃料から核分裂性のウラン２３５やプルトニウム，マイナーアクチノ
イドを抽出して核燃料として再利用する。核毒部分は高レベル放射性廃棄物として
排出されるのでガラス固化して地上管理施設で３０年～５０年冷却保管し，その後地層
内に数万年以上隔離・保管する。この方法では，１tの使用済み核燃料が３０～５０kg
の高レベル放射性廃棄物と，大量の低レベル放射性廃棄物になるとみなしている。
再処理＋群分離＋核種変換。消滅処理する方法であるが，仮定的理論の域をでな
い。高レベル放射性廃棄物を更に群分離して，超長半減期のマイナーアクチノイド
と長半減期核分裂生成物を，高速炉や加速器駆動未臨界炉で中性子照射して核分裂
させ，すべて短半減期の同位体に核種変換する。更に群分離により，ストロンチウ
ム・セシウムなどの高発熱量核分裂生成物を分離して熱利用・放射線利用に振り向
け，有用高価な白金族やレアメタルを回収する。残渣の「低発熱・短半減期核分裂
生成物」だけをガラス固化して１００―５００年保管し，天然ウラン並みに放射線が低下し
た時点で再利用または廃棄する。
５）Danish Energy Agency,２０１１，Energy in Denmark 2010．
６）DONG Energy, Vattenfall, The Danish Energy Authority and The Danish Forest
and Nature Agency eds.,２００６, Danish Offshore Wind : Key Environmental Issues, Dong
Energy, Vattenfall, Danish Energy Authority, and Danish Forest and Nature Agency.
７）２００４年８月にスウェーデンで開催された研究集会で組まれたエクスカーション時
に行った現地調査による。
８）２００７年９月にシェトランド諸島のラーウィック Lerwickで開催された学会 Energy
From The Edge : Nordic and North Atlantic symposium on renewable energy in iso-
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lated locationsで参加者に配付された，スコットランド環境庁の DVD解説による。
９）次のドキュメンタリー映画による。
フランク＝ディーチェ／ヴェルナー＝キーファー監督，２００８，“Das Schönauer Ge-
fühl,” Fuss e.V.（シェーナウ・環境保全的な電力供給のための支援団体）。邦題「シ
ェーナウの想い～自然エネルギー社会を子どもたちに～」。「市民の市民による市民
のための」電力供給会社 EWSの誕生に至るまでの軌跡を描いている。
１０）２００７年９月 Energy From The Edgeの学会時に参加者に配布された報告書（CD―
ROM）による。
Riso National Laboratory, Denmark et al, 2006, EU ―ASEAN Wind project 2005―06 :
Project reports. EC―ASEAN Energy Facility
１１）日本は，ロンドン条約やバーゼル条約の発効以前の１９５５～６９年の間に，他の１２か
国と同様，核廃棄物の海洋投棄を行っていた。その放射能の総量は８．５×１０１６ベクレ
ル（Bq）である。なお，２０１１年３月福島原発事故による放射能の海水への放出量は
東電推定で０．４７×１０１６Bq，原子力安全委員会・京大推定で１．５×１０１６Bq，フランスの
原子力安全委員会推定で２．７×１０１６Bqであり，事故がいかに大きな海洋汚染を生じた
かがわかる。
１２）早川光俊（２０１０）「原子力発電は地球温暖化問題の切り札か」，遠州尋美編著『低
炭素社会への選択―原子力から再生可能エネルギーへ―』法律文化社
１３）IEA等の記事中のウラン（イエローケーキ）価格及び遠州編著（２０１０）による。
１４）業界大手の N社ではインサイダー取引や粉飾決算が行われ，倒産が危ぶまれた
が，２０１２年７月からの FIT（固定価格買取制度）により持ち直している。京都府企業
局経営（公営企業）の太鼓山風力発電所（伊根町に所在）は２００１年１月１５億円でオ
ランダ製風車６基（７５０kW×６）を建設し運営を開始した。年間約８，５００MWhの発
電（約２，３００世帯分の消費電力）を見込んだが，落雷で頻繁に故障し，達成できてい
ない。故障した１基の撤去を決定したが，国（独立行政法人）の補助金５６００万円返
還の可能性もある。２０１０年度末で累積赤字３億１８００万円，５基は存続させ経営を続
けるため，今後８年間で５億６８００万円が府の公営企業会計から支出される。
「バイオマス・ニッポン総合戦略」が２００２年１２月に閣議決定され，２００６年３月に見
直しを行い，国産バイオ燃料の本格的導入，林地残材等の未利用バイオマスの活用
等によるバイオマスタウン構築に向けた施策を推進してきた。市町村申請のバイオ
マスタウン構想を１府６省（農林水産省［事務局］）で構成されるバイオマス・ニッ
ポン総合戦略推進会議が検討し，合致するものを公表する。現在までに３１８市町村・
地域が認定されているが，補助金獲得のための事業に終わる危険が大きい。
１５）長谷川（１９９６，２０１１増補）の pp１２５―１４２に詳しい。
１６）本稿は，２０１２年１０月２３―２４日に晴海グランドホテルにて開催された，日本ナザレン
教団第１６回全国教職セミナーにおいて行った講演内容をまとめたものである。貴重
な機会を与えていただきました日本ナザレン教団石田 学理事長，日本ナザレン教
団教育委員会森本雄三委員長に，御礼申し上げます。
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国（地域）
発 電 量（１００万kWh） 発電能力
（１，０００kW）
２００８２００７ ２００８ 火 力 水 力 原子力 その他
世界 １９，９１９，５３１２０，２８２，１５５１３，９８１，３１４ ３，２８７，６５９ ２，７３０，８２３ ２８２，３５９ ４，７１１，５５８
アジア ７，８１７，０５７ ８，０５７，８６２ ６，４５５，８２７ １，０２２，２３８ ５３７，０９９ ４２，６９８ １，８９９，９４７
日本 １，１３５，７１８ １，０８２，０１４ ７３２，９６５ ８３，２９５ ２５８，１２８ ７，６２６ ２８０，５３３
アゼルバイジャン ２１，８４７ ２１，６４３ １９，４１０ ２，２３３ － ０ ５，７９８
アラブ首長国連邦 ７６，１０６ ８６，２６０ ８６，２６０ － － ０ １８，４７４
イスラエル ５５，０９１ ５６，４２１ ５６，３９７ １５ － ９ １２，１００
イラク ３３，１８３ ３６，７７９ ３６，２１８ ５６１ － ０ ７，３１０
イラン ２１１，７７９ ２２２，７０２ ２１７，６８９ ４，８１７ － １９６ ＊６０，６３５
インド ８１３，１０２ ８４２，５３１ a７１３，４８１ １１４，３３７ １４，７１３ ０ １７４，９４７
インドネシア １４２，２３６ １４９，４３７ １２９，６１２ １１，５２８ － ８，２９７ ３０，８０８
ウズベキスタン ４８，９５０ ４９，４００ ３８，０４０ １１，３６０ － ０ １１，５８０
オマーン １４，１３３ １５，７２０ １５，７２０ － － ０ ３，９９１
カザフスタン ７６，６２１ ８０，３２６ ７２，８６６ ７，４６０ － ０ ＊１８，７３４
カタール １９，４６２ ２１，６１６ ２１，６１６ － － ０ ３，８９３
韓国 ４２７，３１６ ４４６，４２８ ２８９，１８６ ５，５６３ １５０，９５８ ７２１ ７９，８５９
北朝鮮 ２１，５２３ ２３，２０６ ９，１３８ １４，０６８ － ０ ＊９，５００
クウェート ４８，７５３ ５１，７４９ ５１，７４９ － － ０ １０，９４４
サウジアラビア １９０，５３５ ２０４，２００ ２０４，２００ － － ０ ４５，７７４
シリア ３８，７８４ ４１，１７０ ３８，３０１ ２，８６９ － ０ ７，６３５
シンガポール ４１，１３４ ４１，７１７ ４１，７１７ － － ０ １０，４４６
タイ １４３，３７８ １４７，４２７ １４０，３０９ ７，１１３ － ５ ４０，６６６
タジキスタン １７，４９４ １６，１４７ ３０１ １５，８４６ － ０ ４，４２６
中国 ３，２８１，５５３ ３，４５６，９１０ ２，７９０，０７８ ５８５，１８７ ６８，３９４ １３，２５１ ８４８，８００
トルコ １９１，５５８ １９８，４１８ １６４，１３９ ３３，２７０ － １，００９ ４１，８１８
バーレーン １０，９０８ １１，９３３ １１，９３３ － － ０ ２，７７７
パキスタン ９５，６６１ ９１，６１６ ６２，２１４ ２７，７８４ １，６１８ ０ １９，７８５
バングラデシュ ３１，２８６ ３４，９５７ ３３，４８３ １，４７４ － ０ ５，４５３
フィリピン ５９，６４６ ５９，６４６ ３９，００１ ９，８６０ － １０，７８５ １５，７０６
ベトナム ６６，８５７ ７３，０４９ ４７，０６３ ２５，９８６ － ０ ＊１３，８５０
香港 ３８，９４８ ３７，９９０ ３７，９９０ － － ０ １２，６４４
マレーシア １０１，３２５ ９７，８９３ ９０，４３２ ７，４６１ － ０ ２３，３５４
ヨルダン １２，８３８ １４，１６０ １４，０９５ ６２ － ３ ２，６７０
北アメリカ ５，３７６，６５０ ５，４０１，８４５ ３，６４４，４２１ ７２６，２６７ ９４１，５５９ ８９，５９８ １，２２９，６２６
アメリカ合州国 ４，３４９，８４０ ４，３６９，０９９ ３，１７４，１４０ ２８１，９９５ ８３７，８０４ ７５，１６０ １，０１１，５９７
カナダ ６３９，８４１ ６５１，３２４ １７０，９０８ ３８２，５８０ ９３，９５１ ３，８８５ １２７，６４４
キューバ １７，６２１ １７，６６１ １７，５２３ １３８ － ０ ５，３８９
グアテマラ ８，７５５ ８，７１７ ５，００５ ３，７１２ － ０ ２，３７５
コスタリカ ９，０５０ ９，４７４ ７５９ ７，３８５ － １，３３０ ２，４１４
ジャマイカ ７，７８２ ７，７８１ ７，５７４ １５８ － ４９ １，１５９
ドミニカ共和国 １４，８３９ １５，４１４ １３，６８６ １，７２８ － ０ ５，５１８
トリニダード・トバゴ ７，６６２ ７，７８５ ７，７８５ － － ０ １，８０７
プエルトリコ ２３，５８４ ２０，９２１ ２０，７６５ １５６ － ０ ＊５，５１５
ホンジュラス ６，３１６ ６，５３７ ４，２４６ ２，２９１ － ０ １，５９３
メキシコ ２６３，４６５ ２５８，９１３ ２０２，５９７ ３９，１７８ ９，８０４ ７，３３４ ５７，２３１
南アメリカ ９０７，０７９ ９４４，２７３ ２７２，５９０ ６５０，２４３ ２１，２９９ １４１ ２０８，６１４
アルゼンチン １１５，４２８ １２３，４２２ ８４，５０６ ３１，５４４ ７，３３０ ４２ ３０，９８４
ウルグアイ ９，４２４ ８，７６９ ４，２６１ ４，５０５ － ３ ３，１３７
エクアドル １６，１５４ １８，６０９ ７，３１２ １１，２９４ － ３ ４，２３９
コロンビア ５５，３１４ ５６，０２４ ９，５６７ ４６，４０３ － ５４ １３，４６８
チリ ５８，４２９ ５９，７０４ ３５，４７３ ２４，１９３ － ３８ １３，１２６
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パラグアイ ５３，７１５ ５３，７１５ １ ５３，７１４ － ０ ８，１１６
ヨーロッパ ４，８９７，７２１ ４，９４２，２８６ ２，８３２，１９８ ７５４，２２５ １，２１７，８６２ １３８，００１ １，１８２，９３１
アイルランド ２８，２２６ ２９，６８５ ２５，９７５ １，３００ － ２，４１０ ７，２０２
イギリス ３９７，０４４ ３８９，３６６ ３２０，５０９ ９，２５７ ５２，４８６ ７，１１４ ８５，６０５
イタリア b ３１３，８８８ ３１９，１３０ ２６１，３２９ ４７，２２７ － １０，５７４ ９８，６２６
ウクライナ １９６，２５１ １９２，５８６ ９１，１８８ １１，５１２ ８９，８４１ ４５ ５４，０４１
オーストリア ６４，７６９ ６７，１０１ ２４，３７９ ４０，６７８ － ２，０４４ ２０，７９７
オランダ １０５，１６２ １０７，６４５ ９９，０７６ １０２ ４，１６９ ４，２９８ ２４，８７５
ギリシャ ６３，４９６ ６３，７４９ ５７，３５３ ４，１４９ － ２，２４７ １４，２５３
スイス ６７，９５０ ６８，９８４ ３，２９６ ３７，９３５ ２７，７００ ５３ １９，４００
スウェーデン １４８，９２６ １５０，０３６ １４，９３６ ６９，２１１ ６３，８８９ ２，０００ ３３，９４３
スペイン ３０５，０５２ ３１３，７４６ １９３，８８０ ２６，１１２ ５８，９７３ ３４，７８１ １００，７３９
スロバキア ２８，０５６ ２８，９６２ ８，０１１ ４，２４１ １６，７０３ ７ ７，３５７
セルビア ３６，４９０ ３７，３１８ ２７，２０９ １０，１０９ － ０ ＊１１，８１３
チェコ ８８，１９８ ８３，５１８ ５４，３３３ ２，３７６ ２６，５５１ ２５８ １７，７３９
デンマーク ３９，１５７ ３６，３９１ ２９，４３４ ２６ － ６，９３１ １２，４９９
ドイツ ６３７，１００ ６３７，２３２ ４１６，７６２ ２６，９６３ １４８，４９５ ４５，０１２ １３９，２７６
ノルウェー １３７，１９２ １４２，６６９ １，２３０ １４０，５２２ － ９１７ ３０，７５３
ハンガリー ３９，９６０ ４０，０２５ ２４，７８８ ２１３ １４，８１８ ２０６ ８，６３０
フィンランド ８１，２４６ ７７，４３６ ３７，１０１ １７，１１２ ２２，９５８ ２６５ １６，６４８
フランス c ５６９，８２７ ５７４，８６８ ６０，８３２ ６８，３２５ ４３９，４６８ ６，２４３ １１７，８２２
ブルガリア ４３，２９７ ４５，０３７ ２５，８７３ ３，２７７ １５，７６５ １２２ ＊１２，００３
ベラルーシ ３１，８２９ ３５，０４８ ３５，００８ ３９ － １ ８，０２５
ベルギー ８８，８２０ ８４，９３０ ３６，９２６ １，７５７ ４５，５６８ ６７９ １６，７５９
ポーランド １５９，３４８ １５６，１７７ １５２，５９３ ２，７４７ － ８３７ ３２，６７７
ポルトガル ４７，２５３ ４５，９６９ ３２，６８６ ７，２９６ － ５，９８７ １５，７６３
ルーマニア ６１，６７３ ６４，９５６ ３６，５３０ １７，１９５ １１，２２６ ５ ２０，３７９
ロシア １，０１５，３３３ １，０４０，３７９ ７１０，１１３ １６６，７１１ １６３，０８５ ４７０ ＊２２３，９７１
アフリカ ６１６，９１３ ６２５，５３３ ５１２，０１５ ９７，９９１ １３，００４ ２，５２３ １２３，２３８
アルジェリア ３７，１９６ ４０，２３６ ３９，９５３ ２８３ － ０ ８，１３２
アンゴラ ３，３１８ ３，９９１ １４９ ３，８４２ － ０ １，１５５
エジプト １２８，１２９ １３４，５６６ １１８，９５３ １４，６８２ － ９３１ ２４，１８５
エチオピア ３，５４７ ３，７７７ ４６７ ３，２９６ － １４ ＊８２９
ガーナ ６，９８４ ８，３６５ ２，１７０ ６，１９５ － ０ ＊１，９８１
カメルーン ５，７５３ ５，５５１ １，３１９ ４，２３２ － ０ ＊１，１１５
ケニア ６，７７３ ７，０５５ ３，０２７ ２，８４９ － １，１７９ １，６２１
コートジボワール ５，６３１ ５，８００ ３，９０２ １，８９８ － ０ ＊１，５１６
コンゴ民主共和国 ７，８６１ ７，５３０ ４６ ７，４８４ － ０ ２，４７５
ザンビア ９，８３１ ９，６９６ ３０ ９，６６６ － １，７６０
ジンバブエ ８，５０８ ７，９９０ ３，７２７ ４，２６３ － ０ ＊２，００５
スーダン ４，５４１ ４，５２２ ３，０５９ １，４６３ － ０ １，２６８
タンザニア ４，１７５ ４，４１４ １，７５９ ２，６５５ － ０ ９５７
チュニジア １４，０６０ １４，６６２ １４，５８５ ３８ － ３９ ３，３１３
ナイジェリア ２２，９７８ ２１，１１０ １５，３８９ ５，７２１ － ０ ＊５，８８１
南アフリカ ２６３，４７９ ２５８，２９１ ２４１，２０１ ４，０３２ １３，００４ ５４ ４３，０６１
モザンビーク １６，０７６ １５，１２７ １３ １５，１１４ － ０ ２，４２８
モロッコ １９，６７０ ２０，３４５ １８，６８８ １，３５９ － ２９８ ５，７１２
リビア ２５，６９４ ２８，６６７ ２８，６６７ － － ０ ６，６１２
オセアニア ３０４，１１２ ３１０，３５４ ２６４，２６４ ３６，６９７ － ９，３９３ ６７，２０３
オーストラリア ２５１，０５４ ２５７，２４７ ２４１，０８９ １２，０５７ － ４，１０１ ５５，５９３
ニュージーランド ４３，７４５ ４３，７７５ １６，２０６ ２２，３１２ － ５，２５７ ９，３７６
パプアニューギニア ３，１１２ ３，１３１ ２，２７６ ８５５ － ０ ＊６６６
a風力発電を含む。 bサンマリノを含む。 Cモナコを含む。
